










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Forderungen wegen des für die Sache gemächten Aufwandes）と、物により生じた損害


































































































ができるとしている（Vgl. MünchKomm/Busches, 5.Aufl., §648 BGB Rdnr.25）。
（５４） 善意有過失の第三取得者を保護するのかも議論されたが、明確性を欠く面があるの
で、善意悪意で区分することとされた。
（５５） この点については、次のような理論的な問題点が指摘されている。債権者による所有
者に対する抵当権設定請求権を認めることは、債権者の行動により生じた利益の帰属主体
である所有者に向けた請求を認めることになるから、韓国の判例・学説上承認されていな
い「転用物訴権」の考え方を受け入れたことになる。しかし、第５分科委員会をはじめ民
法改正委員会の下において、この転用物訴権の考え方を受容するかについては、意識的な
議論がなかった、との批判である（オ・シヨン・前注（４０）１２３面以下）。なお、韓国にお
ける転用物訴権をめぐる議論状況については、キム・ヒョンベ「不当利得と多数当事者」
考試研究２００４年１２月号２３面以下；キム・パンギ「転用物訴権―日本の判例及び学説を中心
に」法曹６０１号（２００６年）１３２面以下等参照。転用物訴権の考え方を否定する判例として、
大法院２００２年８月２３日９９ ６６５６４，６６５７１（「契約上の給付が契約の相手方のみならず第三
者の利益となった場合に、給付をした契約当事者が契約相手方に対して契約上の反対給付
を請求することができるほかに、その第三者に対して直接不当利得返還請求をすることが
できると考えると、自己の責任の下で締結された契約による危険負担を第三者に転嫁させ
ることになり、契約法の基本原理に反する結果をまねくだけでなく、債権者たる契約当事
者が債務者たる契約の相手方の一般債権者に比して優待される結果となり、一般債権者の
利益を害する結果となり、受益者たる第三者が契約の相手方に対して有する抗弁権等を侵
害することにもなり不当であるから、上のような場合、契約上の給付をした契約当事者
は、利益の帰属主体である第三者に対して、直接不当利得返還を請求することはできない
と解さなければならない。」「有効な請負契約に基づき、請負人が注文者より第三者が所有
する物の占有の移転を受け、これを修理した結果、その物の価値が増加した場合、注文者
がその物を間接占有しつつ、究極的に自己の計算で費用支出過程を管理したのであるか
ら、注文者のみが所有者に対する関係において民法第２０３条による費用償還請求権を行使
することができる費用支出者であると言うべきであり、請負人はそのような費用支出者に
該当しないと解さなければならない。」）
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（５６） その他にも留置権を喪失する場合としては、留置権者が目的物の善管注意義務を果た
さず、又は債務者の承諾なく留置物を使用したことから、債務者が留置権消滅請求権を行
使した場合（現行３２４条）や、債務者が相当な担保を提供し留置権の消滅を請求した場合
（現行３２７条）がありうるが、いずれの場合にも、抵当権設定請求権を認める必要性がな
く、改正法案の規定上もこれらを含んでいない。
（５７） ユン・ジンス・前注（４７）１３面．
（５８） アン・ガプチュン「立法予告『改正留置権制度』解説及び展望」法務士２０１３年３月号
１９面。
四．若干の検討
以上で考察してきたように、この度の韓国民法改正法案における留置権制度
改革は、諸外国の立法例に見られない画期的な内容を含んでいる。それぞれの
改正項目について、若干の検討を加えておきたい。
第一に、改正法案は、留置権の対象から不動産を原則として除外し、未登記
不動産に限って暫定的に留置権の成立を認めている。その上で、未登記不動産
に対する暫定的な留置権を有する者は、所有権保存登記がなされた時から６箇
月内に抵当権設定請求権を行使しなければならず、これに従い抵当権が設定さ
れたとき又は抵当権設定請求権が消滅すると、留置権も消滅するように規律す
る。また、この権利行使期間内であれば、善意悪意を問わず第三取得者に対し
て抵当権設定を請求できるとされている。公示なき担保物権である留置権を暫
定的に認めるにとどめて、一定期間内に抵当権設定請求をさせ、抵当権を設定
させることで公示原則との調和を図っており、画期的な方案であるといえる。
もっとも、現行６６６条が規定している請負工事代金債権の担保のための抵当権
設定請求権がほとんど機能していない現状から考えると、このような抵当権設
定請求権が実効性のあるものとなるのかは疑わしく、抵当権設定登記を強制す
る何らかの法的措置が必要とされるかもしれない
（５９）
。そして、実効性の点を措く
としても、詐害的な抵当権設定請求の訴えが頻発する可能性も想定しえ、詐害
不動産留置権の抵当権化の可能性
123
的・仮装的な留置権主張の防止という本改正の目的は十分に達成され得ていな
い感がある。また、本改正法案は、善意悪意を問わず広く第三取得者を相手方
とする抵当権設定請求を認めており、第三取得者に予測不可能な多額の負担を
負わせる可能性がある。もっとも、このことは現行の留置権制度の下でも同じ
であって、そうなると、第三取得者の予測不可能な負担を防止しようという本
改正の目的は結局のところ十分に解決されていないともいえるであろう。
第二に、本改正法案は、抵当権をその債権の弁済期に設定されたものとみな
し、設定される抵当権の効力を被担保債権の弁済期にまで遡らせている。この
ような遡及的な効果を認めた場合、弁済期以降抵当権設定登記がなされるまで
に生じた抵当権者等を大きく害することになり、留置権が抵当権等に対して事
実上優先してしまうという現行法上の問題点を解決しきれていないという印象
が拭えない。
第三に、本改正法案は、既登記不動産に対する留置権を否定した上で、留置
権者でない債権者にも抵当権設定請求権を認めて（３６９条の３）、その限りで保
護を与えてはいるが、この請求権は未登記不動産に対する留置権者の抵当権設
定請求権とは異なり、目的不動産の第三取得者に対しては行使することができ
ず、弁済期に遡った設定も認められていない。かかる抵当権設定請求権の実効
性については措くとしても、建物の新築と改築とでこのように大きく相違する
のが立法政策上妥当であるか、慎重な検討を要するところであろう。
第四に、本改正法案は、現行法上の留置権の成立要件である債権と物との牽
連性という要件をより具体化して、留置権の被担保債権を「物に対する費用支
出」債権及び「物による損害賠償」債権に限定する表現に改めている。このよ
うな言い換えは、留置権の成立範囲を従来よりも制限していると理解する余地
もあり、これまでの議論との整合性の点で問題が残るといえよう。
このようにいくつかの問題点が指摘できるものの、本稿で考察してきた韓国
での試みは、わが国における不動産留置権制度のあり方を検討するにあたっ
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て、参照されてもよいであろう。
最後に、本改正法案に対しては実務界から強い批判が見られ
（６０）
、この法案が最
終的に成立するかは本稿執筆の段階では見通すことができないが、仮に成立す
るとなれば、現行法から新法へと極めて大きなパラダイム転換が生じることと
なる。法案の附則において一定の経過措置が定められているが
（６１）
、わが国の改正
論を考えるに際して、移行期の経過措置のあり方について興味深い考察対象を
提供している。
（５９） 請求の相手方に抵当権設定の受忍義務があるのかが曖昧であって、現行６６６条の抵当
権設定請求権が実効性を失っているのと同じ問題が生じかねない。
（６０） 例えば、弁護士であるイ・グァンス氏は、２０１３年３月２５日付け『法律新聞』において、
改正案に全体的に反対であるとし、現行留置権の公示方法を補完し、その前提の下で、引
受主義のみを廃止すればよいという。
（６１） 民法一部改正法案に付された附則は、次のような５箇条から成る。
第１条（施行日）本法は、公布後１年が経過した日より施行する。
第２条（効力の不遡及）本法は、従前の規定により生じた効力に影響を及ぼさない。
第３条（未登記不動産に対する留置権者の抵当権設定請求権等に関する適用例）①第３２０
条の２及び第３６９条の２の改正規定は、本法施行後に未登記不動産に対して留置権を取得
した者から適用する。
②第３６９条の３第２項の改正規定は、本法施行後に未登記不動産に対して第３２０条の２の改
正規定により成立した留置権が消滅した場合から適用する。
第４条（留置権者でない債権者の抵当権設定請求権に関する適用例）①第３６９条の３第１
項の改正規定は、本法施行後に発生した他人の登記された不動産に対する費用支出による
債権又はその不動産による損害賠償債権から適用する。
②第１項の規定にもかかわらず、本法施行当時他人の不動産に対する費用支出による債権
又はその不動産による損害賠償債権を有している者であって、附則第３条又は第５条の適
用対象者でない者については、第３６９条の３第１項の改正規定を適用する。
第５条（従前の不動産留置権者に対する抵当権設定請求権に関する特例）①第３６９条の２
の改正規定にもかかわらず、本法施行当時不動産に対する留置権を有している者は、本法
施行後２年以内に、第３６９条の２の改正規定に従い抵当権設定を請求することができる。
不動産留置権の抵当権化の可能性
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ただし、次の各号の場合には、当該各号に規定された日から２年以内に第３６９条の２の改
正規定に従い抵当権設定を請求することができる。
１．未登記不動産：その不動産が登記された日
２．民事執行法一部改正法律を適用して進められた競売手続が売却なく終了した場合（未
登記不動産に対する競売手続のうちその不動産が登記される前に競売手続が売却なく終了
した場合は除く）：その競売手続が完了した日
②第１項により第３６９条の２の改正規定による抵当権設定請求を行うことができる場合で
あって、当該抵当権設定請求権の消滅により留置権が消滅し又は第３２８条により留置権が
消滅した者は、第３６９条の３第１項の改正規定により抵当権設定請求をすることができ
る。
本稿は、科学研究費補助金・基盤研究（C）「日韓民法の連続性と固有性に関する
研究―日韓の法調和と学術交流の実質化に向けて」（２０１３－２０１５年度）（研究課題番
号：２５３８０１１１）の成果の一部である。
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